
公
共
事
業
費
全
体
で
は
５
兆

９
７
６
３
億
円
（
２
６
億
円

増
）
、
５
年
連
続
で
前
年
度
を

上
回
っ
て
お
り
公
共
事
業
関
係

予
算
の
推
移
は
下
表
の
と
お
り

と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
交
省
は
、
２
０
１
７
年
度

予
算
編
成
を
行
う
に
当
た
っ

て
、
次
の
よ
う
な
ポ
イ
ン
ト
を

挙
げ
て
い
ま
す
。

○

公
共
事
業
関
係
費
に
つ
い

て
は
安
定
的
な
確
保
を
行
い
、

そ
の
中
で
、
①
豪
雨
・
台
風
災

害
等
を
踏
ま
え
た
防
災
・
減
災

対
策
、
②
民
間
投
資
を
誘
発
し
、

日
本
の
成
長
力
を
高
め
る
事
業

な
ど
へ
の
重
点
化
を
推
進
す

る
。

○

「
海
上
保
安
体
制
強
化
に

関
す
る
方
針
」
（
平
成
２
８
年

１
２
月
２
１
日
関
係
閣
議
会

議
）
を
踏
ま
え
、
尖
閣
領
海
警

備
な
ど
海
上
保
安
体
制
の
強
化

を
着
実
に
進
め
る
た
め
、
２
８

年
度
補
正
予
算
に
続
き
、
海
上

保
安
庁
の
当
初
予
算
を
大
幅
に

増
額
し
、
尖
閣
対
応
の
大
型
巡

視
船
を
中
心
に
緊
急
的
に
整
備

す
る
。

○

適
正
な
工
期
を
確
保
す
る

た
め
の
２
カ
年
国
債
（
国
庫
債

務
負
担
行
為
）
や
ゼ
ロ
国
債
を

活
用
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
公

共
工
事
の
施
工
時
期
を
平
準
化

し
、
建
設
現
場
の
生
産
性
向
上

を
図
る
。

一
方
、
２
０
１
７
年
度
の
国

土
交
通
省
の
定
員
は
、
新
規
増

員
（
時
限
増
員
等
含
む
）
１
，

０
３
６
人
、定
員
合
理
化
▲
１
，

２
３
０
人
で
１
９
４
人
の
純
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。

新
規
増
員
で
は
「
防
災
、
減

災
、
老
朽
化
対
策
」
で
１
０
９

人
、
「
海
上
保
安
基
盤
強
化
」

２
３
４
人
、
「
公
共
交
通
の
安

全
体
制
確
保
」
７
４
人
「
持
続

的
な
地
域
社
会
の
形
成
、
経
済

成
長
の
基
盤
強
化
」
１
７
１
人

な
ど
定
員
再
配
置
、
時
限
増
員

を
含
め
１
，
０
３
６
人
の
増
員

が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
定

削
数
と
の
差
し
引
き
で
１
９
４

人
の
純
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

省
庁
別
で
は
、昨
年
度
同
様
、

農
林
水
産
省
に
次
い
で
定
員
削

減
の
多
い
省
庁
と
な
っ
て
い
ま

す
。
純
減
数
（
下
表
中
差
し
引

き
）
は
国
土
交
通
省
全
体
と
し

て
は
昨
年
度
の
２
４
２
人
か
ら

１
９
４
人
に
な
っ
て
い
ま
す

が
、
地
整
で
昨
年
以
上
の
純
減

数
に
な
る
よ
う
で
は
、
「
国
民

の
生
活
に
近
く
、
現
場
力
を
も

っ
て
国
民
の
期
待
に
応
え
る
事

務
所
、
出
張
所
」
と
い
う
官
房

長
会
見
で
の
発
言
と
逆
行
す
る

も
の
に
な
る
と
言
わ
ざ
る
を
得

ま
せ
ん
。

な
お
、
２
０
１
７
年
度
の
組

織
改
正
に
よ
り
、
熊
本
復
興
事

務
所
が
２
３
名
の
組
織
と
し
て

新
設
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
熊
本
分
室
で
は
、
７
月
か

ら
熊
本
河
川
国
道
事
務
所
か
ら

の
６
５
名
の
併
任
、
専
ら
併
任

の
２
７
名
他
事
務
所
か
ら
の
併

任
で
１
０
３
名
に
よ
り
復
旧
・

復
興
を
行
っ
て
お
り
（
立
野
分

室
で
は
５
名
の
専
ら
併
任
と
併

任
１
５
名
の
２
０
名
）
、
復
興

事
務
所
の
設
置
に
よ
り
専
ら
併

任
の
解
消
に
向
け
て
改
善
が
進

む
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ユ
ニ
オ
ン
は
、
本
省
、
地
整
、

内
閣
人
事
局
、
人
事
院
に
対
し

要
求
書
を
提
出
し
組
織
の
新
設

と
併
任
解
除
を
要
求
し
て
上
京

団
を
は
じ
め
当
局
と
の
交
渉
を

行
っ
て
き
ま
し
た
が
、
そ
の
力

が
復
興
事
務
所
の
設
置
に
結
び

つ
い
た
も
の
で
す
。
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２０１７年度国交省公共事業費関係予算原案

昨年並みの51,807億円
政
府
は
昨
年
１
２
月
２
２
日
、
２
０
１
７
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。
防
衛
費
は
過
去

最
大
の
５
兆
１
２
５
１
億
円
、
海
上
保
安
庁
は
要
求
額
を
上
回
る
２
１
０
６
億
円
、
一
方
高
齢
者
な

ど
の
医
療
、
介
護
保
険
の
負
担
増
を
行
い
社
会
保
障
費
の
抑
制
を
行
う
な
ど
の
内
容
と
な
っ
て
お
り

過
去
最
大
の
規
模
と
な
っ
て
い
ま
す
。

予
算
定
員
は
１
９
４
人
の
純
減

２０１６年度 ２０１７年度 増減額 増減率％
59,737 59,763 26 0
9,028 6,774 ▲2,254 ▲25.0
57,767 57,946 179 0.3

公共事業費関係 51,787 51,807 20 0
非公共予算 5,980 6,138 158 2.6

公共事業費関係

国交省関係

２０１７（Ｈ２９年）度公共事業費関係予算の比較　　　　単位：億円

復興特別会計

２８８号（1） 国交管ユニオンニュース ２０１７年１月２０日

九
州
・
熊
本
復
興

事
務
所
が
新
設
！

要求総
数

定員合
理化数

差し引き
新規増
員数

定員合
理化数

差し引き

平成24年度 1,351 1,193 158 783 1242 -459

平成25年度 1,132 1,193 -61 727 1330 -603

平成26年度 1,436 1,061 375 694 1,106 -412 -265

平成27年度 1,498 1,245 253 1,020 1,259 -239 -258

平成28年度 1,555 1,284 271 1,047 1,289 -242 -219

平成29年度 1,552 1,229 323 1036 1230 -194

国土交通省の定員要求と決定数の変化

地整減
増員要求 決定



（
６
級
昇
格
）

２
８
年
度
の
事
務
所
課
長
の

６
級
予
算
定
数
（
旧
建
設
）
は

ユ
ニ
オ
ン
調
査
で
は
１
４
２
あ

り
、
２
８
、
２
９
定
退
者
以
外

の
６
級
在
級
者
を
考
慮
し
て
も

約
３
０
の
定
数
を
余
し
て
い
ま

す
。
２
８
、
２
９
年
度
課
長
定

退
者
の
う
ち
未
発
令
が
９
名
あ

り
ま
す
が
、
定
数
を
有
効
に
活

用
す
れ
ば
、
６
級
発
令
す
る
こ

と
は
十
分
可
能
で
す
。

出
張
所
長
の
６
級
定
数
も
同

様
に
余
ら
せ
て
い
ま
す
が
、
当

局
の
「
定
退
１
年
前
の
６
級
」

の
格
差
発
令
に
よ
り
有
効
活
用

が
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

２
８
年
度
定
年
退
職
者
の
未

発
令
の
う
ち
、
建
設
専
門
官
は

管
理
職
経
験
者
な
ど
各
地
整
で

の
位
置
づ
け
が
異
な
っ
て
い
る

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

局
補
佐
・
専
門
官
の
未
発
令

は
各
地
整
の
営
繕
部
ポ
ス
ト
と

な
っ
て
い
ま
す
。
人
事
異
動
等

工
夫
す
れ
ば
５
級
の
ま
ま
で
の

定
年
退
職
と
は
な
ら
な
い
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

６
級
昇
格
で
は
、
当
面
は
年

度
途
中
の
発
令
を
や
め
さ
せ
定

数
を
余
さ
ず
発
令
さ
せ
て
い
く

こ
と
が
必
要
で
す
。
地
理
で
は

個
々
の
職
務
の
評
価
替
え
も
要

求
し
て
い
ま
す
。

（
５
級
昇
格
）

課
長
、
出
張
所
長
の
２
８
年

度
の
５
級
定
数
は
昨
年
度
と
比

べ
微
増
し
て
い
ま
す
が
、
３
４

年
生
の
出
張
所
長
、
３
５
年
生

の
課
長
な
ど
で
５
５
歳
に
な
っ

て
も
４
級
に
放
置
さ
れ
る
状
況

が
生
み
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
在
級
年
数
、
ポ
ス
ト

経
年
、
管
理
職
以
前
の
ポ
ス
ト

歴
な
ど
当
局
の
自
在
定
規
に
よ

る
発
令
に
よ
る
も
の
で
す
。

特
に
監
督
官
や
専
門
員
な
ど

の
管
理
職
以
前
の
ポ
ス
ト
の
違

い
に
よ
る
格
差
を
持
ち
込
ん
で

お
り
問
題
で
す
。

当
局
に
自
在
定
規
を
使
用
さ

せ
な
い
た
め
発
令
基
準
を
明
確

に
し
て
要
求
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
で
す
。

国
家
公
務
員

の
退
職
手
当
は

５
年
ご
と
に
調

査
・
見
直
し
が

行
わ
れ
て
き
ま

し
た
。

前
回
の
退
職

手
当
見
直
し
で

は
官
民
比
較
で
、

民
間
に
お
け
る

退
職
金
と
企
業

年
金
の
合
計
を

公
務
に
お
け
る

退
職
手
当
と
職

域
加
算
の
合
計

を
比
較
し
、
４

０
２
．
６
万
円

の
較
差
が
あ
る

と
さ
れ
、
大
幅

な
削
減
が
強
行

さ
れ
ま
し
た
。

今
年
度
は
５

年
毎
の
調
査
年

度
と
し
て
、
現
在
人
事
院
に
よ

り
民
間
調
査
が
行
わ
れ
て
お

り
、
年
度
内
に
も
結
果
が
発
表

さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

退
職
手
当
は
退
職
後
の
生
活

設
計
に
極
め
て
重
要
な
要
素
で

あ
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
青
年

層
も
含
め
た
す
べ
て
の
職
員
の

働
き
が
い
や
将
来
へ
の
期
待
に

関
し
て
も
重
要
な
も
の
で
あ

り
、
慎
重
な
調
査
・
検
討
が
求

ま
ら
れ
ま
す
。

一
方
的
に
官
民
比
較
で
見
直

し
を
す
る
の
で
な
く
、
公
正
、

中
立
性
の
確
保
や
再
就
職
規

制
、
失
業
給
付
が
な
い
こ
と
な

ど
民
間
と
異
な
る
こ
と
を
踏
ま

え
て
、
安
定
的
な
制
度
が
必
要

で
あ
り
、
官
民
比
較
の
度
に
大

幅
に
引
き
下
げ
る
こ
と
は
将
来

の
不
安
を
助
長
す
る
だ
け
で

す
。

５年毎の退職手
当の調査年度
５年前は平均４０２万
円の大幅削減

２４ヶ月 ２１ヶ月 １８ヶ月 １５ヶ月 １２ヶ月

事務所課長 2 1 54 13 1 71
出張所長 2 35 37
事・建設専門官 1 2 8 11
事務所官ポスト 7 34 1 4 3 49
副所長 37 1 38
事務所長 11 11
局・補佐、専門官 1 5 6
局・課長 9 9
局・官ポスト 54 54
地理 4 2 6
計 128 36 1 58 0 53 16 292

既６
級

定年退職前６級昇格発令時期 未発
令

計

平成２８年度定年退職者の昇格発令状況

役　　職

２４ヶ月 １８ヶ月 １５ヶ月 １２ヶ月 ６ヶ月

事務所課長 37 8 45
出張所長 1 22 23
事務所建設専門官 9 9
事務所官ポスト 14 16 30
副所長 30 30
事務所長・管理所長 0
局・補佐、専門官 2 2
局・課長 12 12
局・官ポスト 57 57
地理 9 4 7 20
計 123 20 37 0 0 0 48 228

平成２９年度定年退職者の昇格発令状況

役　　職
既６
級

定年退職前６級昇格発令時期
未発令 計

２
０
１
６
年
度
４
月
・
１
０
月
昇
格
発
令
結
果

出
張
所
長
６
級
格
差
発
令
に
よ
り

定
数
の
有
効
活
用
が
な
さ
れ
ず

２
０
１
６
年
度
の
昇
格
発
令
に
つ
い
て
、
４
、
１
０
月
期
の
昇
格
発
令
の
結
果
、
６
級
在
級
者
（
２
８

・
２
９
定
退
者
）
は
１
４
５
名
と
な
っ
て
ま
す
。

今
号
で
は
、
そ
の
発
令
の
特
徴
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

前回（２０１２年）は総人件費抑制
の中で退職手当が削減された

２８８号（2） 国交管ユニオンニュース ２０１７年１月２０日


